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〜要旨〜
　人工知能が多くの産業において今後のイノベーションの重要な鍵として大きな期待を集めているが、
それはビッグデータの活用と表裏一体の関係にある。中国の人工知能を用いた与信業務の展開は先行
的かつ蓄積したデータの有効な利用は、我が国と比較できない程膨大である。
　中国のフィンテック業界をリードするアリババグループのビッグデータを活用した個人金融分野で
の取り組みが注目されている。そのビッグデータが活用可能なのは、アリババの電子商取引とそのプ
ラットフォームにおいて膨大なデータを収集・連携できることが大きく寄与している。
　中国の個人金融におけるエコシステムは、単に電子決済基盤を共有するのみならず、様々なパーソ
ナルデータや取引履歴から、リアルタイムに信用評価を行い、そのスコアリングを貸出や様々な非金
融サービスにまで活用できることに特徴がある。
　中国の IT 企業はレガシーシステムを抱えない後発者の利益に加え、世界最大級のビッグデータの
利用環境を活用してリテール金融サービスを世界最先端レベルまで高度化する可能性がある。

1　はじめに
　中国の金融システム改革の一環として、イン

ターネット企業の金融サービス業への新規参入

が奨励されることになった。そこでは、インター

ネット企業が電子商取引決済プラットフォーム

において金融商品販売を行うなど、様々な分野

をカバーしながら急速に拡大した。とりわけ、

ビッグデータを活用してユーザーの信用リスク

評価を低コストかつ迅速に行うことが可能にな

り、多様なサービスを有機的に展開できるよう

になった。これは、フィンテック（FinTech）1）

分野における中国独自の発展形態として注目さ

れている。

　本稿では、中国の個人金融に焦点を当てて、

金融分野でのビッグデータの活用事例をもとに

考察を加える。具体的には、中国のフィンテッ

ク業界をリードするアリババグループの多様な

金融ビジネスの展開、とりわけ同グループがビッ

グデータを活用する先進事例を紹介するととも

に、このようなデータ駆動型金融の拡大により

今後の金融ビジネス戦略、日本の個人金融に与

える示唆を論じたい。
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2　金融サービスとビッグデータの活用
　マッキンゼー・アンド・カンパニーによれば、

ビッグデータとは、従来のデータベース・ソフ

トウェア・ツールでは捕捉、保存、管理および

解析しきれないサイズのデータを指すとされる。

一方、我が国の総務省は、利用者が急拡大して

いるソーシャルメディア内のテキストデータ、

スマートフォンの GPS から発生する位置情報、

時々刻々と生成されるセンサーデータなど、膨

大で構造が複雑なため従来技術では管理や処理

が困難なデータ群と定義している。

　近年の情報通信技術（ICT）の発達を背景とし

て、金融の分野においてもフィンテックをはじ

め新たなビジネスモデルが登場しているほか、 

産業の構造も大きく変わりつつある。とりわけ

ビッグデータ、モノのインターネット（IoT）、

人工知能（AI）などの進展に伴って様々なイ

ノベーションが生まれた。経済協力開発機構

（OECD）では、このような動きは「データ駆動

型イノベーション」（Data-Driven Innovation）

と定義され、21世紀の成長の源泉として重要な

柱であると指摘されている 2）。すなわち、社会経

済活動のインターネットへの移行が進むととも

に、データの収集、保存、処理のコストの低下

と相俟って、大量データの生成と活用が活発化

している。ビッグデータの分析により、これら

の大規模なデータセットは、新しい産業、プロ

セス、製品を育成し、競争上の大きな利点を生

み出し、経済の中核的資産となっている。

　昨今、人工知能（AI）が多くの産業において

今後のイノベーションの重要な鍵として大きな

期待を集めているが、それはビッグデータの活

用と表裏一体の関係にある。実際、社会に存在

するビッグデータを「学習」させて「人工知能」

を実現する試みが様々な分野で始まっている。

機械学習（Machine Learning）の普及により近

年の人工知能の進化は目覚ましく、応用可能な

領域が大きく拡大し、第 3 次人工知能ブームが

生じている。金融サービス業においても、ビッ

グデータを人工知能（AI）で分析し、データ駆動

型金融というべき新たな金融イノベーションを

生み出している。

　具体的な事例としては、ロボ・アドバイザー

と呼ばれる資産運用アドバイスの支援がある。

従来、個人投資家向けの資産運用アドバイスは

ファイナンシャル・アドバイザーにより顧客と

の対面で行われてきたが、アメリカを中心に一

部もしくは全てを自動化する動きが広がってい

る。

　こうしたデータを活用したフィンテックの動

きは、新たな金融サービスを提供するものであ

り、金融環境を大きく変化させるとともに、新

たな資金の流れや新しい市場を創出することが

期待される。以下では、金融分野でのビッグデー

タ活用の先進事例として、中国のフィンテック

企業の発展に焦点を当てる。

3　世界最大のフィンテック企業アリババ・
グループ

　アリババグループの金融サービスを担うアン

ト・フィナンシャル・サービス・グループ（以下、

AFSG）は、世界最大のフィンテック企業である。

AFSG は、「支付宝」（アリペイ）を中核プラッ

トフォームとして、傘下の企業を通じて多様な

金融ビジネスを展開している（表 1）。中国にお

いてフィンテックをリードしているのは、E コ

マースの取引の安全を図るために生まれたオン

ライン第三者決済サービスである。業界最大手

である AFSG が運営するアリペイ（支付宝）は、

世界最大の 7 億人以上のユーザー（実名登録ベー

ス）3）を擁し、AFSG の金融サービスのプラッ

トフォームとなっている。また、2013年6月以降、
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アリペイの第三者決済のプラットフォームでは、

即日資金化可能な MMF 商品である「余額宝」

の販売も行われており、銀行預金より有利で利

便性も高いことから利用が急増している。2018

年 6 月末に、余額宝の利用者は 5.59 億人に達し

ており 4）、その市場規模（預かり資産残高ベース）

は 1.45 兆元と、世界最大である 5）。余額宝の一

人当りの預かり資産規模は平均して 1 万元弱で

あり、伝統的な銀行、例えば中国工商銀行の 2.3

万元などと比較して、顧客層のすそ野が広いの

が特徴である 6）。

　さらに、インターネットで資金の貸し手と

借り手をマッチングさせる P2P レンディング

（AFSG の招財宝）などのオンライン・オルタナ

ティブ・ファイナンスも、個人や中小企業など

の資金調達ニーズとより有利な運用先を求める

投資家ニーズを背景として急速に市場が拡大し、

中国だけでアジア太平洋地域 7）全体の同市場の

約 99％を占めるに至った 8）。

　アリペイ（支付宝）、余額宝、P2P レンディン

グ（招財宝）のほか、AFSG はオンライン・コ

ンシューマー・ファイナンス（螞蟻花唄）、中小

企業向けネット小口融資（網商貸）、ネット専業

保険（衆安保険）、クラウドファンディング（螞

蟻達客）などを展開し、中国のフィンテック業

界をリードする存在である。
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代表企業と提供
金融サービス名

出資比率 概　　要

螞蟻聚宝 100% ・2015年8月よりサービス提供開始、モバイル向け理財商品販売プラットフォーム

螞蟻財富 100%
・2017年6月よりサービス提供開始、ワンストップ型の投資理財プラットフォーム、100社以上のファンド販売会社と提
携、2,600強のファンド商品を取り扱う

招財宝 100% ・2014年4月よりサービス提供開始、ビッグデータを活用したP2Pマーケットプレース・レンディング・プラットフォーム

螞蟻花唄 100%

・後払い・分割払いサービス、2014年12月よりトライアル、2015年4月より正式提供。2017年末の利用者数１億人超
・消費者の購買・返済履歴のデータから算出されたクレジットスコアに応じて、利用限度額は異なる。1件当たりの利
用限度額は500～50,000元
・アリババ系のECサイト淘宝（C2C）と天猫（B2C）だけでなく、他社ECサイトでも利用可

螞蟻借唄 100%
・消費者ローンサービス、2015年4月より正式提供
・芝麻信用スコア600以上のユーザが対象。借入限度額は1000～300,000元
・借入期間は最長で12カ月、貸出金利は日利で0.045%

浙江網商銀行 30%
・2015年6月に設立、オンラインサービスに特化した民営銀行
・主に中小企業や創業者向けの小口融資サービスを提供。「網商貸」のほか、農民向けの「旺農貸」も提供

ネット小口融資 網商貸 100%

・網商貸の前身は、2010年、アリババによって設立された阿里小貸。2015年6月、民営ネットバンクである網商銀行
（アント・ファイナンシャル・サービス・グループ30％出資）の設立に伴い、同サービスは網商銀行に引き継がれた
・主にアリババのECサイト上で運営する中小店舗や個人を対象に無担保小口ローンを提供
・2016年末、網商銀行は277万の中小・零細企業に対して融資を実施し、累計貸出残高は879億元超

芝麻信用 100%
・2015年1月、中国人民銀行より事業ライセンスを取得し、サービスを提供開始。2017年末の利用者数約3憶人
・アリババのECデータなどを活用して、独自の信用スコア（350～950点、5段階）を設定
・600点以上は信用記録が良好とされ、ビザ申請やホテルチェックインなどで信用証明として利用可能

螞蟻達客 100%
・株式投資型クラウドファンディングサービス、2015年11月より提供開始
・2019年2月末までに、同プラットフォームを通じて8つの融資案件から計1.84億人民元を調達。うち2件は株式売却に
より利益確定

螞蟻金融雲 100% ・2015年10月よりサービス提供開始。金融機関向けのクラウドサービス

網金社 25%

・浙江互聯網金融資産取引中心股份有限公司（アント・ファイナンシャル・サービス・グループ25％出資）が運営する
オンライン金融資産取引プラットフォーム
・2015年6月よりサービス提供開始。2017年4月末時点、累計取扱高は191.38億元
・利用者は、網金社のアカウントを新設することなく、既存のアリペイのアカウントで取引可能

衆安保険 19.90%

・2013年11月、インスタントメッセンジャー最大手のテンセント（出資15.0％）、保険大手の中国平安（同15.0％）などに
より共同設立。中国最初かつ最大のネット専業保険会社。2017年9月28日に同社が香港証券取引所に上場
・ビッグデータを活用して、ネットショップの返品送料損失保険、保証保険、傷害保険、銀行カード盗難保険、医療保
険、自動車保険など様々な革新的な保険サービスを提供
・2017年3月末に、利用者数累計5.82億人、保険証券発行数累計82.91億枚超

天弘基金 51%
・2013年5月に出資、「余額宝」の資産を運用
・2016年9月末時点の基金資産管理規模は8,320億元で、業界トップ

徳邦基金 30% ・2015年2月に出資、理財商品の開発を強化

数米基金 61% ・2015年4月に出資、理財商品の開発を強化

理財
（ウェルスマネジメント）

余額宝 100%
・アリペイの利用者向けに開発したMMF投資理財商品、2013年6月よりサービス提供開始
・2018年6月末時点で利用者数5.59億人、同預かり資産残高1.45兆元（世界最大のMMF)
・少額（1元）から投資可能で、1年物定期預金より高い年利を得られるうえ、即日換金可能

分　　野

オンライン第三者決済
支付宝

（アリペイ）
100%

・2004年12月よりサービス提供開始、2018年9月末時点で実名登録者数7億人超。世界最大の第三者決済
・提携金融機関数は200社超、約1,000万中小・零細企業向けの決済サービス提供。全国コンビニや、大手スーパー・
デパート、タクシーなどでモバイルペイメント（アリペイウォレットの決済）可
・2016年12月末に海外70ヵ国以上、100,000社以上の加盟店で同サービスの利用可、14の主要通貨での決済に対
応。2019年1月時点でグローバル利用者数合計で10億人超

オンライン金融資産取引
センター

ネット専業保険

資産運用
（基金）

オンラインP2Pレンディング

オンライン・コンシューマー・
ファイナンス

ネット専業銀行

信用格付け

クラウドファンディング

フィナンシャルクラウド

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
活
用

表 1　アント・フィナンシャル・サービス・グループの主要事業

（出所）アント・フィナンシャル・サービス・グループの各社公開資料より筆者作成



で、個人間送金が無料で容易に行えるためであ

る。

　現在、アリペイのユーザーは、AFSG のグルー

プ各社のサービスによって、インターネット取

引の決済にとどまらず、公共料金の支払い、ク

レジットカードの返済、金融商品の購入も可能

となっている。さらにアリペイの場合、アリペ

イウォレットというスマートフォン用のアプリ

を通じて、モバイル決済サービスだけでなく、e

チケット（長距離バスや列車、映画のチケット

など）、価格比較サービス、クレジットカード管

理、リアルタイム株価情報などの機能が提供さ

れている。本来の決済サービスでも、QR コー

ドあるいは音声・指紋・顔による認証を活用し

て、オフラインで利用できる場面が拡大してお

り、現在ではタクシー料金支払いやコンビニで

の買い物にもアリペイが利用できる。実際、中

国国内では、アリペイウォレットの決済に対応

したタクシーは 50 万台超、全国コンビニや大手

スーパー・デパートなど店舗は 20 万店超存在す

る。海外では、70 ヵ国 10 万社以上の加盟店で

同サービスの利用が可能となっており、14 の主

要通貨での決済に対応している 13）。日本でも中

国人観光客の利用を見込んで対応する店舗が増

えている。

　このように、アリペイは単なるオンライン決

済口座ではなく、AFSG の様々なサービスのメ

ガプラットフォームとなっていると言えよう。

（2） 信用格付けデータの活用で広がる顕名経済
　中国では、個人信用情報システムの整備が遅

れているために、個人や中小企業経営者が金融

機関から借り入れを行うことが困難である。中

国は元々不信社会であり、日本のような全国銀

行個人信用情報センターや、（株）日本信用情報

機構（JICC）、（株）帝国データバンクのような信

　このような急成長の背景に、ビッグデータを

活用して、迅速、安価に信用リスク評価を行う

ことが可能になったことが指摘できる。同社が

豊富なデータ活用が可能なのは、アリババの電

子商取引とそのプラットフォームにおいて膨大

なビッグデータを収集・連携していることが大

きく寄与している。中国はインターネット利用

人口が世界最大であることに加え、スマートフォ

ンを使用した個人向けサービスの利用が盛んで

あり、個人のデータ蓄積のスピードが他国に比

べて圧倒的に速いこと、巨大なプラットフォー

ム企業が存在するため、様々な分野のデータを

組み合わせることが容易であり、当局の規制が

比較的緩やかなことから先進的な実験が可能で

あることが背景にある。

4　アリババ・AFSG のデータ駆動型金融の
多様なビジネス展開

（1） アリペイがデータ取得のメガプラット
フォームに

　AFSG 傘下のアリペイは、世界最大のオンラ

イン第三者決済プラットフォームである 9）。ユー

ザーは、まずアリペイに決済用の口座を開設し、

銀行経由で資金を入金する。決済時にユーザー

は決済事業者に指示を出す。2019年1月にグロー

バル利用者数合計で 10 億人を超えており 10）、

200 を超える金融機関と事業提携し、約 1,000 万

社の中小・零細企業向けの決済サービスを提供

している 11）。第三者決済におけるアリペイの中

国国内シェア（2016 年末）は 42.7％である 12）。

　アリペイの決済用口座開設が急増した理由は、

第一に中国における電子商取引の拡大である。

第二は、ネットワーク効果であり、アリペイの

利用者数が 4 憶人を突破した頃から、少額決済

を現金や銀行送金からアリペイにスイッチする

動きが急速に進んだ。アリペイのユーザー同士
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より事業ライセンスを取得し、サービス提供を

開始した。

　AFSG のクラウド演算やビッグデータの処理

能力は、アマゾンに次いで世界でも高いレベル

にある。芝麻信用は、クラウド演算技術や機械

学習技術に基づきビッグデータの解析を行い、

個人や企業の信用状況を分析・評価している。

現在、同社は、クレジットカードから、消費者

金融、リース、住宅ローン、ホテル宿泊、不動

産賃貸、レンタカーまで、様々な生活シーンに

おいて、消費者と企業に便利な信用情報を提供

している。

　芝麻信用は、アリババの電子商取引データな

どを活用して、アメリカでの FICO スコアのよ

うな独自の信用スコアを付与している。芝麻信用

スコアは、350 点から 950 点まで 5 段階（350 〜

550 は不良、550 〜 600 は一般、600 〜 650 は良好、

650 〜 700 は優秀、700 〜 950 は最優秀）に分類

され、600 点以上は信用良好とされる。芝麻信

用機構も存在しなかった。こうしたなか、2006

年、中国人民銀行は個人信用情報調査センター

（征信中心）を設立した 14）。2013 年 3 月には、「信

用調査業管理条例」が施行され 15）、中国人民銀行

の信用調査業の監督部門としての位置づけが明 

確になった。2015 年1月、中国人民銀行は「個人信

用調査業務の準備作業の徹底に関する通知」16）

を公布し、芝麻信用、騰訊征信、深圳前海征信

など民間 8 社に対して、個人信用調査業務の準

備に着手するよう求めた（表 2）。これは、中国

では後述するように匿名経済から顕名経済への

変化が進んでおり、人々の繋がりが生み出す新

たな価値を重視するようになったことが背景に

あると考えられる。

　なかでも、芝麻信用（セサミクレジット）は、

個人や企業のクレジットファイリングおよびス

コアリングサービスを提供しており、AFSG の

エコシステムの重要な要素を構成するものとし

て注目される。同社は 2015 年1月、中国人民銀行
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事業者名 設立時期 主要株主 事業内容・特徴

中国人民銀行征信
中心

2006年 中国人民銀行傘下 • 全国個人信用基礎データベースの提供

上海資信 1999年
中国人民銀行征信中心、

上海市信息投資股份有限公司、
上海市信息中心

• 全国ネット貸借、小額ローン、消費者金融、融資リースなどのイン
ターネットファイナンス及び銀行以外の金融信用情報の収集

• 2017年5月末、約2922万人の個人信用データを収録

芝麻信用 2015年
アント・ファイナンシャル・

サービス・グループ
（AFSG）傘下

• アリババとAFSGの持つ電子商取引及び決済に関するビッグデータ、
クラウド演算技術などを利用して、独自の信用スコアリングシステム
を導入

• 一定のスコアに達したユーザーが、ホテルのデポジット免除、ショッ
ピングのクレジット払いなどのサービスを受けられる

騰訊征信 2015年 テンセント傘下
• テンセントは、チャットアプリの9億人超のユーザーのデータを利用

して、独自のスコアリングシステムを導入
• 個人信用調査サービスを提供

前海征信 2013年 平安保険グループ傘下
• 平安グループのリソースを利用して、個人や企業に関する信用調査

サービスを提供

鵬元征信 2005年 天下宝資産管理有限公司
• 深圳市政府の委託で深圳市個人信用調査システムを構築
• 個人及び企業向け信用調査サービスを提供

中誠信征信 2005年 中国誠信信用管理有限公司
• 個人及び企業に関する信用調査サービスの提供
• 親会社の中国誠信信用管理有限公司は、1992年に設立。信用格付けの

ほか、金融証券コンサルティングなども提供

中智誠 2013年 盛希泰（董事長） • 個人信用調査サービスを提供

考拉征信 2014年 拉卡拉（筆頭株主）
• 第三者決済事業者・拉卡拉を中心に設立。同社のリソースを利用して、

個人に関する信用調査サービスを提供

華道征信 2013年 銀之杰（40%）、
北京創恒鼎盛（30%）

• 個人信用調査サービスに特化したサービスを提供

表 2　中国の個人信用調査提供事業者の概観

（注）網掛けは民間信用情報機関
（出所）各社のホームページより筆者作成



の「旺農貸」も提供している。2016 年末時点で、

マイバンクは約 277 万社の中小・零細企業に対

して融資を実施し、累計貸出残高は 879 億元 18）

にのぼる。

　同行は、実店舗を持たずオンラインサービス

に特化し、ビッグデータやクラウドの演算機能

を活用することでコストの削減や効率の向上を

徹底的に追求した。マイバンクの利用者は、借

入申請から、与信審査、資金受取まで、すべて

インターネットを通じて行うことができ、1 件

当たりの平均的な借入コスト（ユーザーが網商

銀行から資金を借りる時に、網商銀行側で発生

するコスト）は 2 元（約 32 円）以下であるとい

う 19）。

　マイバンクの与信審査は、後述の芝麻信用の

スコアを活用した独自の信用評価システムによ

り行われ、その審査時間はわずか 1 分に過ぎな

いとされる。審査が通れば、借り手には、同行

から即時に借入金が口座に振り込まれる。利用

者の融資申請から与信審査、資金振込まで、最

短 5 分以内で実行されるという。同行は、こう

した高い利便性と効率性によって伝統的な銀行

業務と徹底的に差別化を図っている。

　アリババの電子商取引プラットフォーム（マ

イバンクの借り手はアリババの EC サイト出店

者）の統計データによると、同社の中小企業顧

客の 76％は、借入額が 50 万元（約 800 万円）

以下であった。従来ならば、こうした中小企業

の約 88％は融資を受けられずにいた。2016 年末

時点で、「阿里小貸」（2010 年からアリババグルー

プより提供）、および「網商貸」（2015 年から浙

江網商銀行より提供）の両社合計で 500 万超の

中小企業に、8,000 億元（13 兆円相当）以上の

貸出を実施した 20）。こうしたビッグデータの分

析を通じ、網商銀行は顧客の信用と需要を正確

に把握でき、顧客ごとのカスタマイズした貸出

用スコアが 600 点に達したユーザーは、審査な

しで同社の無担保消費者ローンサービスの螞蟻

花唄（アント・チェック・レター）を利用できる。

　2016 年 12 月末現在、芝麻信用は様々な領域

で活用されている。例えば、芝麻信用スコアが

700 点以上のユーザーであれば、シンガポール

へのビザ申請が免除される。750 点以上のユー

ザーは、ルクセンブルクのビザ申請が免除され

るだけでなく、国内空港で優先搭乗口の利用も

可能となる。AFSG は、今後ホテルの宿泊、航

空券の購入、マンションの賃貸などにも芝麻信

用スコアを応用し、利用者に様々な特典サービ

スを提供していく計画である。

　信用格付けサービスの芝麻信用は、2015 年の

サービス開始以来、わずか 2 年間で利用者数が

約 3 億人まで急増した。デジタル経済、とりわ

けシェアリングエコノミーが急速に発展する中、

芝麻信用は生活のあらゆる面で活用され、取引

における信用の補完、デポジットの免除などを

通じて、ビジネスにおける利便性と効率性を大

幅に高めている。

（3） データを活用したネット銀行の中小企業
向け貸出

　上述の芝麻信用スコアを活用して、中国の民営

ネット専業銀行では新たな貸出審査とリスク管

理のビジネスモデルが誕生している。浙江網商

銀行（Mybank: 以下、マイバンク）17）は、AFSG

が主要な発起人（出資比率 30%）となって設立

された中国の民営ネット専業銀行であり、2015

年 6 月からサービス提供を開始した。同行は、

主に中小・零細企業や、起業者・個人事業主向

けのネット小口融資関連商品を提供し、金融包

摂の役割を果たしている。同行は預金の受け入

れ限度額を設け、小口預金・小口貸出の業務を

行う。代表商品は「網商貸」のほか、農民向け
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スコア 600 以上のユーザーを対象に消費者ロー

ンサービスを提供した。借入限度額は 1,000 〜

300,000 元（約 1.6 〜 480 万円）となっている。

借入期間は最長で 12 カ月、貸出金利は日利で

0.045% で、随時返済後再度借り入れが可能であ

る。

（5） AI を活用した資産運用サービス
　一方、資産運用側では「螞蟻聚宝」（以下、ア

ント・フォーチュン）が、AFSG が開発した

投資理財商品をワンストップで提供できる理財

（ウェルスマネジメント）アプリケーション（ア

プリ）で、2015 年 8 月からサービス提供を開始

した。

　インターネットの利用チャネルがパソコンか

らモバイルへと変化する中、AFSG は投資理財

商品（余額宝など）をアント・フォーチュン・

アプリに集約した。モバイル利用者が同アプリ

を通じて、余額宝、後述の投資理財関連のオン

ライン・マーケットプレース・レンディングの

招財宝、ファンドなど各種投資商品の売買といっ

た財務管理を 1 ヵ所で行うことが可能になった。

その他、アント・フォーチュンの利用者は最新

の金融情報、投資家コミュニティサービス、個

人資産の分析や個人投資アドバイスなどのサー

ビスも利用できる。モバイルインターネットが

普及するなか、AFSG は今後の重点的な戦略分

野として、アント・フォーチュンの金融サービ

スの提供に注力している。

（6）AI を活用したオンライン P2P レンディング
　招財宝は、AFSG 傘下の上海招財宝金融信息

服務有限公司が運営する P2P レンディング・プ

ラットフォームとして、2014 年 4 月よりサービ

ス提供を開始した 25）。招財宝は、「余額宝」よ

りも高い利回りの投資商品（投資収益率約 7%）

プランを策定できる。

（4） データを活用した個人向け貸出
　「螞蟻花唄」（Ant Check Later、以下、アント・

チェック・レター）は、2014 年 12 月に試験的

に導入された後、2015 年 4 月より本格的に後払

い・分割払いの与信（800 元以上）を消費者に

提供を始めた 21）。

　2017 年 4 月時点で、同サービスの 1 件当たり

の貸出限度額は 500 〜 50,000 元 22）（約 8 千円〜

80 万円）となっている。返済方法は、一括払い

で当初 41 日間無利息と、800 元以上利用の分割

払いで 3、6、9、12 ヵ月のそれぞれの利息は 2.5%、

4.5%、6.5%、8.8％、の 2 種類がある 23）。また、

アント・チェック・レターは、アリペイウォレッ

トの決済機能で返済可能であり、アリババの運

営する淘宝（C2C）と天猫（B2C）、および他社

EC サイトで利用可能である。さらに、同サー

ビスは、ビッグデータを活用して個々消費者の

購買・返済履歴のデータから算出されたクレジッ

トスコアに応じて、利用の限度額を個々に決め

ている。

　アント・チェック・レターは、商業銀行のクレ

ジットカードと対比すると、若年層を中心に利

用者層が広がっている。2017 年末の同サービス

の利用者は 1 億人を超えており、株式制商業銀

行大手の招商銀行のクレジットカード発行枚数

6,246 万枚を上回る 24）。また、ユーザーの利用枠

にも違いがある。従来のクレジットカードは主

に高所得者層を対象にしていたこともあり、一

人当たりの年間利用枠は2.1万元であった。一方、

アント・チェック・レターの年間平均利用枠は

1,000 〜 2,000 元前後である。今後、モバイルペ

イメントの更なる浸透に伴い、アント・チェック・

レターの利用が一段と拡大する見込みである。

　一方、螞蟻借唄は、2015 年 4 月より芝麻信用
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財宝を通じて借り手に直接資金を貸し出すこと

ができる。招財宝は、理財などの金融商品を自

ら販売して資金を募集せず、取引双方に対して

も担保を提供しない 28）。招財宝は、借り手から

サービス料として借入総額の約 0.2% を取得して

いる 29）。

　2015 年末に、招財宝の利用者数はすでに 1,000

万人を超え、同プラットフォームを通じて行っ

た取引額累計は 4,000 億元を突破し、投資家が

計 20 億元以上のリターンを獲得していた 30）。

（7） クラウドファンディングでのビッグデー
タ活用

　螞蟻達客（アンツダック）は、AFSG 傘下

の株式型クラウドファンディングのプラット

フォームである。ベンチャー企業の育成による

イノベーション促進の一環として、AFSG は、

2015 年 5 月から螞蟻達客（アンツダック）を立

ち上げた。

　アンツダックは、ビッグデータやインターネッ

ト技術を利用して、中小・零細企業や起業家、

投資家の間に投融資マッチングサービスを提供

している。中小・零細企業や起業家は、アンツダッ

クを通じて事業運営するための資金を獲得する

一方、ハイリスクハイリターンを求める投資家

は企業や起業家から発行される株式を取得する。

2019 年 2 月末まで、中小・零細企業や起業家な

どは、アンツダックを通じて 8 つの融資案件か

ら計 1.84 億人民元規模の資金を調達した 31）。

（8） ビッグデータを活用したネット専業保険
　衆安保険（正式名:衆安在線財産保険股份有限

公司）は、2013 年 11 月、AFSG（出資 19.90％）や

テンセント（同15.0％）、中国平安（同 15.0％）32）

などにより設立された中国の最初かつ最大の

ネット専業保険会社である。従来の保険会社と

として開発された資金の借り手と貸し手をマッ

チングするオンライン P2P レンディングの商品

である。余額宝は、発売当初 7% という分配金

利回りによって短期間で多くのユーザーを獲得

したが、利回りが低下するにつれて（直近では

4% 前後）、一部の資金が流出している。「招財宝」

は、上記を背景で生まれたサービスとも言われ

ている。

　招財宝は、アリババが有する淘宝や天猫など

の E コマースサイトにおける取引記録や AFSG

が有するアリペイ支払決済履歴などを活用して、

借り手、投資家、理財商品の発行機関の間で、

投融資のマッチングをサポートしている。招財

宝は、投資商品を事前に予約購入できるサービ

スを提供している。具体的には、投資家が招財

宝のサイト上で、投資収益率、投資期間、投資

金額（利用金額は 100 元から）などの希望条件

を入力し、商品購入を事前に予約しておくこと

ができる。希望条件を満たした投資商品が現れ

た時、招財宝は、投資家の指示に従い、自動的

に決済を行う。投資家が同サービスを利用する

時、投資商品に関する契約に同意する必要があ

る。招財宝は、投資家の代わりにその投資条件に

見合った投資商品を購入することができる 26）。

　ただし、このサービスを利用するには、投資

家が招財宝と投資一任契約（ネット上で公開）

を結ぶ必要がある。なお、招財宝のシステムは、

余額宝のシステムと連携しており、招財宝プラッ

トフォーム上で行われた取引は、利用者の余額

宝の仮想口座で決済される。

　招財宝のサイト上で提供される投資商品は、

主に企業によって発行される「企業貸」と個人

によって発行される「個人貸」の 2 種類がある。

いずれも、基本的には、招財宝と業務提携して

いる保険機関 27）により、元本と利息が保証され

る。投資家は、自身のリスク許容度に応じ、招
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上限 20 万元の自動車ローンサービス「車秒貸」36）

を開発した。利用者は、アリババの天猫や淘宝

などの電子商取引サイトを通じて、購入予定車

の見積価格の 40％まで借り入れができる。「車

秒貸」のリスク管理において、ビッグデータの

解析技術を活用し、利用者のインターネットに

おける行動データを総合的に分析して、購入す

る車のタイプに応じて貸出限度額を決めている。

従来の自動車ローンと比較して、「車秒貸」は、

利用者にとって、ハードルが低く、便利で迅速

に借入ができるといった特徴を持つ。利用者は、

インターネットを通じて申請を行い、審査基準

（身分証明の確認、行動分析など）に達すれば、

即座に融資を受けられる。資料申請から審査終

了まで 30 分程度で完了する。一方、従来の自動

車ローンを利用する場合、金融機関に収入証明、

残高証明などの資料を提供した後、融資を実際

に受けるまで 5 〜 6 営業日がかかる。

5　AFSG が目指すエコシステムとビッグ
データの活用

　最近、人工知能が多くの産業において今後の

イノベーションの重要な鍵として大きな期待を

集めているが、それはビッグデータの活用と表

裏一体の関係にある。中国はこの点において有

利な環境にある。すなわち、インターネット利

用人口が世界最大であることに加え、スマート

フォンを使用した個人向けサービスの利用が盛

んであり、個人のデータの蓄積が他国より圧倒

的に速い。また、巨大なプラットフォーム企業

BAT（百度、アリババ、テンセント）が存在す

るため、様々な分野のデータを組み合わせるこ

とが容易である。そのため、ビッグデータの活

用において先進的な取組みが先行している。上

述したように、中国では既にビッグデータを活

用したオンライン・コンシューマー・ファイナ

異なり、同社は上海に本部を設置し、支店や実

店舗を一切開設していない。保険に関わる申請、

受理、賠償および支払などすべての業務は、イ

ンターネットを通じて行われている。

　衆安保険は、インターネット保険分野の先駆

者として、電子商取引（EC）向けに開発された

保険サービスから事業をスタートした。代表的

な商品には、ネットショッピング利用者（買い手）

向けの返品送料を補償する「返品送料損失保険」、

と EC サイト上で店舗開設者（売り手）向けの「保

証金保険」などがある。同社は、実店舗を持た

ない分、提供商品の価格を徹底的に抑え、すべ

ての利用者に手頃でかつ容易に購入できるよう

にした。

　2017 年 3 月末に、衆安保険の利用者数は累計

5.82 億人、保険証券発行数は累計約 82.91 億件

を超えた 33）。同社は、これまで百度、アリババ、

テンセントなど 300 社以上の大手 IT 企業や投

資ファンド、保険会社などと事業提携し、ビッ

グデータ・人工知能（AI）の活用を通じて、EC

向けの商品だけでなく、医療・傷害保険、銀行

カード盗難保険、自動車保険、家財保険など様々

な革新的な保険サービスを提供している。

　2015 年 6 月、同社は、CDH や Keywise ZA 

Investment、Equine Forces Limited Partnership、

中金（CICC Securities HK Limited）およびモル

ガンスタンレーから、シリーズ A で約 60 億元

の資金を調達した。企業価値は、推定 500 億元 34）

（8,000 億円相当）とされた。同社は、2017 年 9

月 28 日に香港証券取引所に株式を上場し、IPO

による調達額は 115 億香港ドル（約 1,700 億円）

に上った 35）。

（9）データを活用した審査による自動車ローン
　2015 年後半、アリババグループ傘下の自動車

事業部、自動車メーカーおよび AFSG と共同で、
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の親和性（巨大顧客を持つ IT 企業の金融ビジ

ネスの展開）、③様々なデータを蓄積したエコシ

ステムとビッグデータの活用、④顧客体験（UX）

を重視したサービスの開発、⑤レガシーシステ

ムを持たない環境と規制裁定の機会、といった

様々な「いいとこ取り」の結果、新たなビジネ

スモデルが生まれ、フィンテックのコングロマ

リットを形成している。

　AFSG は、プラットフォームをベースに、コ

ンシューマーファイナンス、P2P レンディング、

クラウドファンディング、ネット銀行、ネット

証券、ネット保険、ネット基金、ネット理財な

どの生活に密着したサービスを提供している。

その上、個人と企業の借り手、銀行や保険、ファ

ンドなど従来の金融機関、少額ローン会社や保

険理財会社、リース会社、質屋などの非金融機関、

さらには個人と企業の投資家を取り込み、独自

の金融エコシステムを形成して、資源の統合と

ンスやネット小口融資など様々な分野が急成長

している。

（1） ビッグデータを活用する AFSG のエコ
システム

　アリババグループが金融事業領域に参入する

際の最大の優位性は、膨大な顧客基盤とデータ

を有していることと、クラウド演算を通じて顧

客情報を徹底的に分析、発掘し、顧客の信用レ

ベルと返済能力を的確かつリアルタイムに把握

できることにある（図 1）。このように、中国の

フィンテックの発展においては、インターネッ

トをベースに開発した技術やビジネスモデル、

商品、サービスなどが、より深層で金融システ

ムに変革をもたらす可能性がある。

　一方、世界最大のフィンテック企業となった

AFSG は、①アリババのような巨大な電子商取

引との巨大プラットフォームの形成、② IT と
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図 1　ビッグデータを活用するアリババグループの金融ビジネスへの参入

（出所）各種資料より筆者作成
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いたアリババ（B2B）法人会員もしくは国内サ

プライヤー向け貸出サービスの「阿里信用貸出」

（ネット小口融資「網商貸」の 2 割、貸出上限は

300 万元まで）、および淘宝（C2C）/ 天猫（B2C）

の店舗運営者（売手）向け貸出サービスの「淘

宝 / 天猫信用貸出」と「淘宝 / 天猫注文担保貸出」

（同 8 割、貸出上限は 100 万元まで）に加え、ア

リペイ会員（個人経営者）向け貸出サービスの

「網商貸」やアリババグローバルサイト（速売通）

の法人会員向け貸出サービスがある。なお、個

人顧客向けには、無担保、貸出上限 5 万元の後

払いサービス AFSG 傘下の「螞蟻花唄」38）、分

割払いの「天猫帳単分期」などネット小口融資

のサービスもある（図 3）。

　「網商貸」（元の阿里小貸）は、貸出前、貸出中、

貸出後という三段階に分けて、リスク管理を行っ

ている。貸出前は、主に顧客情報の確認と信用

調査を実施している。この段階では、顧客に関

する過去の取引、販売実績、銀行の預金残高な

共有により価値創造を図っている（図 2）。

（2） ビッグデータを活用する AFSG のネッ
ト小口融資

　ネット小口融資とは、インターネット事業者

が傘下の少額貸付会社を通じ、自社の電子商取

引サービスを利用する顧客に提供する小口融資

サービスのことを指す。代表的な事業者（サー

ビス）には、AFSG 傘下にある浙江網商銀行の

「網商貸」（元の阿里小貸）がある。「網商貸」の

前身は、2010 年に、アリババによって設立され

た「阿里小貸」37）である。2015 年 6 月、民営ネッ

ト専業銀行である浙江網商銀行（AFSG 30％出

資）の設立に伴い、同サービスは浙江網商銀行

に引き継がれた。主にアリババの EC サイト上

で運営する中小店舗や個人を対象に無担保、簡

単で利便性の高い小口融資（EC サイトの会員

向け）を提供している（前掲表 1）。

　「網商貸」のサービスには、阿里小貸が行って
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図 2　AFSGの金融エコシステム

（出所）Ant Financial Service Group の事業内容、各種資料より筆者作成



用履歴や融資審査判断の分析を行うことで可能

となったサービスである。

　彼らは、大型金融機関の貸出の対象外とされ

る信用履歴が低い個人事業主や中小・零細企業

などを相手に融資を行う。図 4 は浙江網商銀行・

網商貸（元の阿里小貸の事業）のネット小口融

資業務の仕組みである（B2B の「阿里信用貸出」、

C2C の「淘宝信用貸出」、B2C の「天猫信用貸

出」）。彼らはインターネット企業の独自のデー

タを蓄積している。このデータを活用すること

で、内部プロセスの効率化、すなわち、信用モ

デル、与信審査、リスク管理などを効率的に行

うことが出来る。

　例えば、AFSG 傘下の浙江網商銀行・網商貸の

ど膨大な情報を審査する。貸出中では、一般的

にキャッシュフローの動向について監視を行っ

ている。貸出後は、延滞のある顧客に対して資

金回収の催促や、ブラックリスト公開制度の利

用による資金回収の安全性を強化している。「網

商貸」（元の阿里小貸）の貸出サービスの内容 39）

については、表 3 の通りである。

　ネット小口融資事業者は、電子商取引やネッ

ト決済で蓄積した取引記録やキャッシュフロー

のデータを活用し、借入者の信用に対し評価を

行った上で、オンライン審査により便利で即時

性の高い短期小口融資を提供する。これは、イ

ンターネット事業者が自社の豊富な資金力と蓄

積されたデータを活用し、低コストで顧客の信
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図 3　AFSG傘下の浙江網商銀行・網商貸が提供するサービス

（出所）浙江網商銀行・網商貸の公開情報より筆者作成
https://mobilehelp.mybank.cn/bkebank/index.htm#/knowledge/1689/1690?_k=ca6trn
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て、利用者に関する情報を収集し、与信審査を

行っている。これらの情報には、利用者自身が

提示した銀行預金残高、公共サービス料金支払

証明のほか、アリババ電子商取引サイト上で登

録した利用者の認証情報、取引記録、他の顧客

とのやり取り、税関や税務当局への提出データ

などが含まれる。情報の信憑性を確認するため、

与信審査では、さらに利用者に対して、オンラ

インのビデオチャットによる心理テストや面談

小額貸付会社は、自社サイトのタオバオ（淘宝）

店舗開設者に対し、その短期運転資金を支援す

るための小口融資を提供している。貸出限度額は

100 万元以内、期限 1 年以内、年利息 18 〜 21%

である。具体的には、融資を行う前の段階にお

いて、網商貸（元の阿里小貸）は、アリババの電

子商取引サイト（B2B の阿里信用貸出、C2C の

淘宝信用貸出、B2C の天猫信用貸出）や第三者

決済のアリペイなどのプラットフォームを通じ
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表 3　網商貸（元の阿里小貸）の貸出サービスの概要

図 4　浙江網商銀行・網商貸（元の阿里小貸）のネット小口融資業務の仕組み

（出所）アリババグループ、浙江網商銀行・網商貸の公開情報より筆者作成
https://mobilehelp.mybank.cn/bkebank/index.htm#/knowledge/1689/1690?_k=ca6trn

（出所）浙江網商銀行・網商貸の公開情報より筆者作成
https://mobilehelp.mybank.cn/bkebank/index.htm#/knowledge/1689/1690?_k=ca6trn



インターネット企業の顧客の購買履歴、会計情

報などのデータ収集によって、AI が与信判断を

行う。例えば、アリババグループの AFSG では、

「310」をスローガンに掲げ、与信業務の自動化

を実現している。3 は 3 分、利用者がネットか

ら借入申請に必要とする手続きの所要時間を指

す。1 は 1 秒、貸出の審査判断および送金に必

要とするコンピュータの処理時間である。0 は、

審査プロセスにおける人による介入がゼロであ

ることを意味する。ビッグデータと AI の活用

による与信業務の自動化は、与信業務より大幅

に時間を節約できるうえ、正確性の向上にも寄

与した。

　AFSG は銀行と違って、運転資金を貸し出す

際に、アリペイのプラットフォーム上の情報（商

品の仕入れ⇒商品の販売⇒資金回収⇒運転資金

の返済）をリアルタイムで全部把握している。

これは従来の金融機関の与信審査と比べて「情

報の質」が全く異なり、情報の非対称性が生じ

ないことである。

第 3 は、中国の金融データは、２大フィンテッ

ク企業であるアリババとテンセントに集約され

つつある。両者の巨大化に伴い、これまで各金

融機関に分散していた金融データは、フィンテッ

ク大手２社に集約され、データの寡占化をもた

らしている。例えば、決済分野において、これ

まで決済データは銀行がほぼ独占していたが、

アリペイとウィーチャットペイの普及により、

個人の日常生活に及ぶ細かな決済データは彼ら

が押さえることとなった。現在、アリペイとウェ

イ―チャットペイは、生活シーンの殆どをカバー

し、EC でのショッピングに限らず、レストラン、

旅行、公共事業支払などでも利用可能となった。

かつて、銀行はデビットカードやクレジットカー

ドなどの消費記録を持ってユーザーの消費行動

を分析し、金融業のサービスおよび商品の設計

なども実施されている。

　融資を決定し、貸出を実施している期間中に

おいて、網商貸（元の阿里小貸）は、利用者に

よる資金の使用状況を厳しく監視している。貸

出資金は実際に利用者の事業運営に投下されれ

ば、その事業関連のオンライン広告の投入や関

連サイトへのアクセス数が増えることが予測さ

れるため、網商貸は、企業の財務データだけで

なく、こうした情報についてもタイムリーに監

視している。

6　中国で進展するデータ駆動型金融からの
示唆と日本への影響

（1） 示唆
　以上述べたように、データ駆動型金融の進展

により、金融サービス業において大きな戦略の

変化をもたらすと考えられる。第 1 は、従来型

金融機関の強みが減殺されることである。従来

型金融機関は、フィンテック企業にシステム開

発スピードが追い付かないうえに、既存の金融

の枠組みに囚われ、日々のデータを取得できる

タッチポイントが限定的である。

　かつての顧客との接点は、対面取引が重要で

あり、多くの銀行では支店を増加させることが

勢力の拡大に繋がったが、ネット社会になると

このような資産の価値は大きく減少する。現在

のデータ駆動型金融は、低コストで運営が可能

であり、インターネットにより物理的・地理的

な制約がなくなった。しかも、最近スマートフォ

ン・アプリをインターフェースとすることで、

誰でも気軽に利用できるようになった。

　第 2 は、間接金融のモニタリングと与信審査

の強みが失われることである。従来の金融機関

の与信審査はコストが高く、効率も悪い。顧客

のデータ収集は、担保などの書類を集めて、一

件一件の書類を審査した。データ駆動型金融は
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近、日本でもクレジットスコアリングサービス

を提供しているが、アンケート調査に基づいた

シングルサービスに留まっており、中国のよう

にエコシステムを形成する中核的な位置づけに

はなっていない。

　第 2 は、競争領域のグランドデザインである。

日本では、2018 年 6 月 19 日に、金融審議会（金

融制度スタディ・グループ）の中間整理におい

て機能別・横断的な金融規制の整備が検討され

ている 40）。同中間報告書では、「IT の進展や利

用者ニーズを起点としたアンバンドリング・リ

バンドリングの動きなどを踏まえて、イノベー

ションの促進や利用者の利便性の向上の観点か

ら、多様なプレイヤーを各業法の業態に当ては

めて規制するよりも、まずは業態をまたぐもの

を含め、各プレイヤーが自由にビジネスモデル

やサービスを選択した上で、選択されたビジネ

スモデルやサービスの果たす機能・リスクに応

じて、ルールを過不足なく適用していくことが

重要である」と方向性が示されている。

　しかし、日本は健全な自由競争の結果、規格

が乱立し、データは各社で抱え込んでいるもの

の、ビッグデータとして十分活用できず、新し

い付加価値を生み出すには至らなかった。むし

ろ、上述の中国の巨大フィンテック 2 社は、8

割の市場のシェアを占めており、寡占状態でデー

タの利活用が可能となった。

　第 3 は、協調領域の再設計の課題がある。す

なわち、自社より得意分野の産業と協調するこ

とが求められる。中国では、2017 年に、既存の

金融機関と海外展開を積極的に取り組むフィン

テック企業との提携（中国工商銀行と京東金融、

中国建設銀行とアリババ・グループ、アント・フィ

ナンシャル・サービス・グループ、中国農業銀

行と百度、中国銀行とテンセント）は、四大商

業銀行が揃ってパートナーとなることや包括的

にこれらを利用していた。しかし、現在におい

ては、小額の消費は殆ど第三者決済を経由して

おり、銀行は消費者データにアクセスすること

ができない。消費者データの欠如は、銀行によ

る個人顧客の理解と分析に深刻な影響を及ぼし

かねない。

（2） わが国への示唆
　こうした中国の個人金融の先進事例を参考に

して、日本あるいは先進国の金融サービスに与

える示唆について、以下の 3 点が指摘しておき

たい。

　第 1 は、データが生み出す付加価値の重要性

である。銀行の貸出リスクの評価において、伝

統的な銀行は、貸出記録や取引履歴などの静的

な過去のデータに依存することが多い。この方

法の最大の欠点は、将来性に対する配慮の欠如

である。一方、新興の IT 企業は、政府公開情報、

取引先や他者による評価、SNS 関連データなど、

より広範で鮮度の高いデータを採集し、様々な

角度からビッグデータを分析して、企業と個人

の最新の情報を反映した評価を実現している。

　上述のアリババグループ・AFSG の第三者決

済アリペイは、大量のデータを集めたうえで、

デジタルエコシステムの活用と人工知能を用い

た与信審査を基に、様々な金融サービスを展開

した。こうしたなか、ビッグデータの発掘と解

析の技術を用い、顧客属性の識別や顧客行動パ

ターンの分析などを通じて、自動的に将来の行

動を予想し、把握することができる。

　一方、日本では、各社がデータを保有してい

るものの、有効に利用されていない状況である。

消費者行動データをいかに応用するのかが重要

である。その意味で、日々の決済データを基

に、個人の最新の行動も把握し、その都度に信

用情報を洗い出すことが喫緊の課題である。最
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フ（Fintech-Life）の一部へと変化していくであ

ろう。

【注】

1）フィンテック（FinTech: Financial Technology）

は、Finance と Technology を組み合わせた言葉

で、実態的には ICT の発達によって出現した、従

来存在しなかったような様々な金融ビジネスの態

様、あるいはネットベンチャー企業などが提供す

る金融サービスおよび金融関連サービスを指す。

2）OECD, “Data-driven innovation for growth and 

well-being,” October, 2014.（2019年3月16日閲覧）

 https://www.oecd.org/sti/inno/data-driven-

innovation-interim-synthesis.pdf

3） 北 京 商 報「2018 年 支 付 宝 活 躍 用 戸 超 7 億 」

2018 年 11 月 2 日 付（2019 年 3 月 16 日 閲 覧 ）

http://finance. sina.com.cn/roll/2018-11-02/doc-

ihmutuea6439350.shtml

4）天弘基金管理有限公司「天弘余額宝貨幣市場基

金 2018 年半年度報告」2018 年 6 月 30 日付（2019

年 3 月 23 日閲覧）

 http://pdf.dfcfw.com/pdf/H2_AN 201808271183155351_1.

pdf

5）“Chinese money market fund becomes world's 

biggest,” Financial Times, April 27, 2017.

6）安信証券「螞蟻金服 : 技術改変生態、全球普恵

金融」2018 年 4 月 20 日、p5。

7）アジア太平洋地域は、日本、オーストラリア、

ニュージーランド、韓国、インド、シンガポール、

台湾、香港、マレーシア、インドネシア、タイ、

モンゴル、フィリピン、パキスタン、スリランカ、

ベトナムを含む。

8）The Cambridge Centre for Alternative Finance 

et al.“Harnessing Potential: The Asia-Pacific 

Alternative Finance Benchmarking Report,” 

March 2016, p.25.（2019 年 3 月 16 日閲覧）

な提携であることが注目される。2018 年 5 月以

降、AFSG は光大銀行、華夏銀行、上海浦東発

展銀行など中国の中堅銀行と金融テクノロジー

関連の戦略的な合作協定を締結した。クラウド、

人工知能、ビッグデータを用いたリスク管理、

ブロックチェーンの研究開発など様々な協調を

実施している。一方、日本では、各産業業界は

積極的な協調が見当たらないが、政府主導の下

で、金融業と各産業の協調領域の再設計と規制

のあり方を検討する必要がある。

7　今後の展望
　以上述べてきたように、アリババグループの

取り組みは、当局が緩やかな規制環境を維持し

たこともあり急速に発展した。さらに、中国の

フィンテック企業はレガシーシステムを抱えて

いない後発者の利益（Leap Frog Effect）に加え、

世界最大級のビッグデータの利用環境の活用が

可能なため、リテール金融サービスが世界最先

端レベルにまで高度化する可能性がある。

　最近、ビッグデータの活用は IoT や人工知能

と相俟って、多くの産業において実装段階に入っ

ている。今後、次々と注目される事例が出現す

ることが期待されるが、その最先端の動きが中

国において展開されるとみられる。

　中国では今後、ビッグデータや AI を活用し

た金融イノベーションが主流になりつつあり、

IT 技術が金融サービスの姿を抜本的に変えよう

としている。フィンテックの発展においてより

重要なのは、供給者が考えた既存の金融サービ

スを発展させるという方向性ではなく、あらゆ

る生活シーンにおいて、いかにフィンテックを

活用して人々に良い顧客体験（UX）を提供する

か、ということである。その意味で、金融と IT

の融合にとどまっていたフィンテック（Fintech）

は、消費者の生活に密着したフィンテックライ
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2800381.htm
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22）「螞蟻 花 唄 利 息 」（2019 年 3 月 16 日 閲 覧 ）

https:// www.rong360.com/baike/7038.html

23）注 22 と同じ。支付宝「我什麼時候可以申請花

唄分期還款」（2019 年 3 月 16 日閲覧）
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87e816&from=search&flag=0

24）注 6 と同じ。

25）招財宝（2019 年 3 月 23 日閲覧）
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9）Ant Financial, “Ant Financial's Double 12 
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article?news=p141208
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2017 年 4 月 1 日付（2019 年 3 月 16 日閲覧）

 http://report.iresearch.cn/content/2017/04/267622. 

shtml

13）注 9 と注 11 と同じ。

14）中国人民銀行　征信中心（2019 年 3 月 16 日閲覧）

 http://www.pbccrc.org.cn/zxzx/zxgk/gywm.

shtml

15）中国人民銀行　征信中心 2013 年 3 月 15 日施

行（2019 年 3 月 16 日閲覧）

 http://www.pbccrc.org.cn/zxzx/zhengcfg/201401/

 6e55556e29774c9cb28c019833ea9bbf.shtml

16）中国人民銀行「関于做好個人征信業務準備工

作的通知」2015 年 1 月 5 日付（2019 年 3 月 16 日

閲覧）

 http://www.gov.cn/xinwen/2015-01/05/content_ 
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 https://cshall.alipay.com/lab/help_detail.htm?help_

id=201602055214&keyword=%D5%D0%B2%C6%B1

%A6%20%BA%CF%D7%F7%BB%FA%B9%B9&s

 Token=s-1c89ac17b1a74d50a772f22b8be2830b&fro

m=search&flag=0

27）招財宝・合作機構（合作保険機構・合作担保機構）

（2019 年 3 月 23 日閲覧）

 https://zcbprod.alipay.com/ beginnerGuide.

htm#tag1

28）中国では、P2P レンディングプラットフォー

ムの事業運営者が、投資家に対して元本を保証す

る約束をしているところが多く、問題が多発して

いる。そこで、2016 年 8 月、規制当局は、「ネッ

ト貸借情報仲介機構業務活動管理暫定弁法」を公

表し、P2P レンディングプラットフォームの事業

運営者による貸し手に対する直接あるいは間接的

な元本保証を禁じることにした。

29）支付宝「招財宝平台借款類産品変現借款収費

規則調整公告」（2019 年 3 月 23 日閲覧）

 https ://cshal l .a l ipay.com/lab/help_detai l .

htm?help_id=201602036814&keyword=%D5%D0

%B2%C6%B1%A6&sToken=s-cefe3a0fa68f4f7caa

1d3d16058e89e6&from=search&flag=0

30）招商証券「螞蟻金服 : 掲秘中国第一独角獸」

2018 年 7 月 27 日、p.12。

31）螞蟻達客（2019 年 3 月 23 日閲覧）

 https://www. antsdaq.com/

32）和訊保険「衆安保険公布八大股東持股比例　

公司組織結構曝光」2013 年 11 月 06 日付（2019

年 3 月 16 日閲覧）

 http ://insurance .hexun.com/2013-11-06 / 

159421624.html

33）衆安保険（2019 年 3 月 16 日閲覧）

 https://open. zhongan.com/open/solution/

aboutUs

34）「成立 17 個月的衆安保険凭什麼估値 500 億」

2015 年 7 月 29 日 付（2019 年 3 月 16 日 閲 覧 ）

http:// www.managershare.com/post/195824

35）日本経済新聞「保険×フィンテック台頭　中国・

衆安保険が上場」2017 年 9 月 29 日付（2019 年 3

月 16 日閲覧）

 h t t p s : // w w w . n i k k e i . c o m / a r t i c l e / 

DGXLZO21670720Y7A920C1FFE000/

36）「阿里“車秒貸”額度多少？怎麼申請？」2015

年 7 月 22 日付（2019 年 3 月 16 日閲覧）

 https://www.hishop.com.cn/ecschool/tm/

show_22654.html

37）2010 年、ネット小口融資である淘宝貸出サー

ビスの提供を開始した。

38）オンライン・コンシューマー・ファイナンス。

39）網商銀行（2019 年 3 月 16 日閲覧）

 https://mobilehelp.mybank.cn/bkebank/index.

htm#/knowledge/1689/1690?_k=ca6trn

40）金融審議会「金融制度スタディ・グループ中

間整理─機能別・横断的な金融規制体系に向けて

─」2018 年 6 月 19 日付（2019 年 3 月 16 日閲覧）

 https ://www.fsa .go . jp/singi/singi_kinyu/

tosin/20180619/chukanseiri.pdf
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